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研究成果の概要（和文）：　冷戦終結後の日本とイタリアの政治変動に関して、以下のような共通点とともに相
違点がみられる。共通点としては、両国の戦後政治が冷戦構造によって強く拘束されてきたこと、それゆえに冷
戦終結後には極度の流動化が見られたこと、そのなかで「政権交代のある民主主義」をめざす政治改革が試みら
れ、一定の成果を上げたことが指摘できる。
　相違点としては、保守勢力の側では、イタリアでは万年与党だったキリスト教民主党がほぼ消滅し、新興のポ
ピュリズム政党が取って代わったのに対し、日本では自民党が復活した。他方、中道左派側でも、イタリアでは
民主党が確立したのに対し、日本では政権交代後の民主党は長期にわたって停滞している。

研究成果の概要（英文）：After the end of the Cold War, there are both similarities and differences 
in the political upheavals in Japan and Italy. Commonalities include the strong influence of the 
post-war politics in both countries being heavily constrained by the Cold War structure. 
Consequently, extreme fluidity was observed after the end of the Cold War, during which political 
reforms aiming for "democracy with a change of government" were attempted and achieved certain 
success. 
As for the differences, on the conservative side, while the long dominant Christian Democratic Party
 in Italy nearly disappeared and was replaced by emerging populist parties, in Japan, the Liberal 
Democratic Party staged a comeback. On the other hand, within the center-left spectrum, while the 
Democratic Party established itself in Italy, the Democratic Party of Japan, after a change in 
government, has stagnated for an extended period.

研究分野： 政治学

キーワード： 冷戦終結　政治改革　小選挙区制　政権交代のある民主主義　ポピュリズム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　日本政治とイタリア政治の研究はそれぞれには蓄積されているものの、体系的な比較研究が乏しい点、両国の
戦後政治を強く規定してきた冷戦構造を考慮に入れた研究が乏しいこと点を克服し、冷戦終結後の両国の政治変
動を「脱冷戦」という基本的視角から比較研究することによって、重要な共通点と相違点を明らかにした点が学
術的意義が高いと考える。
　また、こうした成果は、冷戦終結からの政治改革が一段落して、今後の政治展開が見通しにくくなっている現
状において、さらなる民主主義の進化にとって何が残された課題であるかを示唆するという社会的意義をもつで
あろう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 本研究の開始時においては、冷戦終結とそれに伴う日本、イタリア両国の政治状況の流動化が
開始されてから約 30 年が経過していた。両国においてほぼ同時期に試みられた「政治改革」（イ
タリアでは「制度改革」）が目指した「政権交代のある民主主義」への移行はほぼ達成されたと
いってよい状況であった。 
 その一方で、政権交代のある民主主義の担い手である二大勢力の状況をみると、日本では自公
政権の長期化のなかで民主党が 2012 年総選挙での大敗から再生できないまま低迷し、新たな政
権交代の見通しが見えない状況となっていた。イタリアにおいては、イタリア共産党の後身であ
る民主党が中道左派の中心政党として確立していた一方で、かつての万年与党であったキリス
ト教民主党が四分五裂して消滅し、中道右派勢力はフォルツァ・イタリア、同盟（北部同盟の後
身）、イタリアの同胞（国民同盟の後身）などの新興ポピュリズム政党が中心となって、不安定
であるが強力な勢力を構築していた。 
 このような状況を踏まえ、本研究では、冷戦終結後の両国の政治変動を比較研究を通じて中間
総括し、その成果と残された問題点を明らかにし、今後の政治展開への見通しを得ようと考えた。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、冷戦時代の日伊戦後政治の構造や特徴を踏まえて、冷戦終結後にそれらを根本的に 
再編成することになった両国の政治変動を「脱冷戦」の視点から体系的に比較研究することによ
って、 混迷状況にあるように見える両国政治の現状と今後の見通しを明らかにしようとするも
のである。 
したがって、本研究の第一の課題は、冷戦時代の両国政治の構造や特徴を、国際的冷戦対立 構

造の規定性を重視しながら明らかにすることである。枢軸国の一員としての敗戦、新憲法の制定 
に代表される統治システムの根本的再編成、国際的冷戦対立に決定的に規定された国内冷戦対
立 構造の形成、そのもとでの政権交代の機能しない閉塞した戦後政治の定着、政治汚職の頻発、
国 際政治における副次的アクターとしての立場の受け入れ、など多くの共通点が指摘できる。
それだけ に、両国戦後政治の相違もまた鮮明になる。 
第二の課題は、冷戦終結から現在に至るまでの政治変動とその帰結としての現状を比較分析

する ことである。ここでも、両国政治には驚くべき共通性が指摘できる。大規模な汚職事件（リ
クルート事 件、タンジェントーポリなど）とその政党政治へのインパクト、選挙制度改革（両
国ともに小選挙区制を 主体とする選挙制度に転換した）を中心とする政治制度改革、これらの
影響のもとで起こった大規模 な政党再編成、ポピュリズムの台頭、日本における長期のデフレ
経済、イタリアにおける欧州統合の 進展とそのもとでの低成長、移民問題の深刻化、フェミニ
ズムの主流化、ポスト冷戦型社会運動の登 場、国際政治における新たな立場と戦略の摸索など
である。 
本研究は、こうした二つの課題に、国際環境の激変（冷戦終結）と国内政治の「脱冷戦」を基

本軸と しつつ、政治制度改革、政党再編成、フェミニズム、社会運動、移民問題などの諸要因
を体系的に 比較することによって取り組むものである。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は現代政治を対象とするが現代「史」を扱うものであり、基本的には歴史的アプローチ
を採っている。実証的データをシックな（厚い）ままに「料理」する。それが「臨床学」として
の現代政治分 析に最適であると考えるからである。基本的データはインタビュー、新聞記事、
政治家・官僚の回想、ジャーナリストによるドキュメンタリー、そして研究者による二次資料を
収集し、仮説的な枠組み によってそれらを解釈し、考察する。日伊比較の現段階では、スター
トとしてはそれが最適だと考えられるからである。 
こうした方法によって、国際的な冷戦構造によって決定的に規定される形で日伊両国の戦後

政治が成立し展開したことが体系的に明らかにされるとともに、冷戦終結後、その規定性が（遺
産としては残るものの）一挙に消滅することによって、固定化されてきた憲法や選挙制度に代表
される政治制度が大きく変更され、その効果もあってかつてなく激しい政治変動が両国におい
て展開し、政党システムの二極化が起こって本格的な政権交代が実現したことも説明可能とな
る。 
より具体的には、冷戦の規定性と直接に関連する安全保障、防衛問題が国内冷戦対立を象徴する
イシューとして決定的な重要性をもつことが明らかになるであろう。 
また、本研究においては、各種の社会運動が政治変動に与える影響を重視する。それにより、

戦後政治における労働運動、農民運動の重要性が国内冷戦対立の一環をなすがゆえのものであ
ったこと、冷戦対立の緩和にともなって、1960 年代からはエコロジー、フェミニズム、地域主



義、反管理社 会などを争点とする「新しい社会運動」が誕生し、さらに冷戦終結後には、移民
問題などを契機にした右翼的な社会運動の本格的な登場や、インターネットを活用した新しい
形の社会運動も現れて、社会運動の一層の多様化がみられることも、冷戦構造による社会的争点
の固定化が解除されたということを抜きにしては説明できなであろう。これは、敵―味方の二分
法によって社会的争点を新たに 構成するポピュリズムの成立を容易にすることにもつながって
いる。 
そして、最後に、こうした冷戦終結後の政治変動を踏まえて、また、米中の新冷戦の浮上も踏

まえて、今後の日伊政治の展開を規定するであろう要因としてどのようなものが重要かについ
ての見通しも提示することをめざす。 
 
４．研究成果 
 
 本研究を通じて、冷戦終結後の日本とイタリアの政治変動について、いくつかの共通点と相互
の相違点を明らかにすることができた。 
まず、共通点については、第一に、冷戦終結後の政治の流動化によって、あらためて両国の戦

後政治が内外の冷戦構造によっていかに強く刻印、制約されていたかが示された。日本において
は社会党、共産党によって構成された戦後革新勢力が社会主義を志向していたこと、イタリアに
おいては野党第一党が共産党であったことによって、両国ともに国内政治自体において冷戦対
立が構築されていたことは、アメリカ、イギリス、西ドイツなどと比較して重要な特徴である。 
第二に、それだけに、冷戦の終結は両国の国内政治の極度の流動化をもたらした。それは、両

国の政治に「政権交代」という要素を導入するなどの新しい可能 性を開いたと同時に、従来の
ある種の均衡を崩すことによって、ポピュリズム勢力の台頭、移民差別、ヘイトスピーチなどの
否定的要素の顕在化をももたらし た。 
次に、相違点については、第一に、イタリアにおいてはキリスト教民主党を中心とする五党連

合がすべて大規模汚職の摘発などによってほとんど壊滅的打撃を 受けたため、フォルツァ・イ
タリアなどの新興ポピュリズム政党がその空白を埋めることになったが、日本においては、自由
民主党がリクルート事件や 1993 年政 権交代によってもそれほど大きな打撃を受けることなく
復活し、自公連合によってその後も長期政権を実現したという顕著な違いが指摘できる。 
第二に、イタリアでは、イタリア共産党が民主党へと大転換し、中道左派の中心的政党として

定着したのに対し、日本においては、社会党、共産党ともに自己 改革に失敗し、民主党という
新党が辛うじてその役割を果たすしかなかった。 
 こうした政治勢力の動向の背景では、デジタル化の急進展の影響もあり、従来の労働運動、協
同組合運動などの伝統的な社会運動の衰退の一方で、新しい市民運動や排外主義的な運動など
がデジタル技術を活用して登場するという新しい要素が見られる。 
 また、アメリカと中国による新冷戦的な緊張が高まり、2022 年 2 月からはロシアによるウク
ライナ侵略が開始されるなどの国際状況のなかで、イギリスの EU 脱退、EU 全体においても権威
主義的政権の増加、反 EU の極右的ポピュリズム政党の台頭など EU のアイデンティを揺るがす
ような動きもみられる。 
 こうしたことを総合すれば、冷戦終結から始まった日伊両国の政治変動は、政治改革を主内容
とした第一段階から第二段階に移行したと言ってよいと思われる。ただし、それに代わる新しい
政治構図はまだ形成途上といわざるを得ない。 
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